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 うるま市地域防災計画 修正要旨  

 

 

Ⅰ.修正の方針及び概要 

（１）修正の背景                                

 平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、巨大な地震と津波により広範囲に

激甚な被害をもたらしました。 

 この災害を受け、国では災害対策基本法の改正をはじめ、防災基本計画の修正や新た

な災害対策に係る制度の創設など、大規模広域災害への備えを進めています。 

 また、沖縄県では、「沖縄県津波被害想定調査（平成 25 年 3 月）」や「沖縄県地震被害

想定調査（平成 25 年度）」を行い、沖縄県地域防災計画の修正及び県内における地震・

津波の被害想定を公表しました。 

 本市においても、大規模広域災害への備えを推進するため、災害対策基本法の改正を

はじめ、国・県の防災計画と整合を図り、県内における地震と津波による被害想定及び

東日本大震災の教訓等を踏まえ、市の防災・減災対策の要となる「うるま市地域防災計

画」を見直す必要が生じましたので、これを修正するものです。 

 

 

（２）修正の基本方針                                

 今回の修正の基本的な方針は、以下の６点のとおりとしました。 

 ① 災害対策基本法の改正及びその他関係する法令との整合を図ること。 

 ② 国や沖縄県の防災計画と整合を図ること。 

 ③ 新たな被害想定との整合を図ること。 

 ④ 本市の地勢的、社会的特性を踏まえた見直しを図ること。 

 ⑤ 地域防災力の向上のための多様な主体間の連携強化と役割分担に関すること。 

 ⑥ 東日本大震災の教訓を踏まえ、広域災害に対する体制の整備に関すること。 

 

 

（３）修正の概要                                

 これまでの「うるま市地域防災計画」は、地震津波対策よりも風水害の対策に重点が

置かれていましたが、大規模広域災害に備えるために、今回の修正では、計画の構成を

全面的に見直し、地震津波対策を計画の骨格にしています。 

 これまでの計画の構成と今回修正した計画の構成の比較は以下のとおりです。 
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これまでの計画の構成 今回修正した計画の構成 

 

 

 

 

 

 

 
第１章 総則 

  本計画の目的、想定する災害、防災

関係機関の役割分担等を定める。 

第２章 災害予防計画（基本編） 

  災害に強いまちづくりや人づくり

を通して、災害による被害を未然に防

止する「防災」の視点からハード・ソ

フト面の対策の推進を定める。 

第３章 地震災害予防計画 

  災害に強いまちづくりや人づくり

を通して、地震による被害を未然に防

止する「防災」の視点からハード・ソ

フト面の対策の推進を定める。 

第４章 災害応急対策計画（基本編） 

  災害発生後の市の組織体制をはじ

め、市や防災関係機関等が実施すべき

活動の内容及びその方針等を定める。 

第５章 台風災害応急対策計画 

  台風接近時の市の組織体制及び応

急対策活動について定める。 

第６章 原子力災害応急対策計画 

  原子力艦に起因する事故等発生時

の市の組織体制及び応急対策活動に

ついて定める。 

第７章 災害復旧・復興計画 

  災害による復旧・復興に関し、市に

おける対応事項を定める。 

第１編 基本編 

  本計画の目的、想定する災害、防災関係

機関等の役割分担、防災対策の理念や基本

方針等を定める。 

第２編 地震・津波編 

  地震・津波に対する予防計画、応急対

策計画及び復旧・復興計画の３部構成で、

災害による被害の発生を防ぐ従来の「防

災」に加え、被害の軽減を目指す「減災」

の視点を盛り込み、大規模災害時における

市の組織体制や実施すべき措置、その活動

方針、復旧復興の枠組み等を定める。 

第３編 風水害等編 

  台風や大雨による洪水・高潮・土砂災

害・風害・大規模火災・不発弾等災害など

に関する予防計画、応急対策計画及び復

旧・復興計画の３部構成で、態様が異なる

局地的な災害等への備えをはじめ、局地災

害時における市の組織体制や実施すべき

措置、その活動方針等を定める。 

第４編 原子力災害編 

  原子力艦に起因する事故等が発生した

場合に備え、総則、予防計画、応急対策計

画及び復旧・復興の４部で構成され、原子

力災害に関する考え方や市の組織体制、実

施すべき措置、その活動方針等を定める。 

第５編 南海トラフ地震防災対策推進編 

  南海トラフ地震に係る地震防災対策の

推進に関する特別措置法に基づく推進地

域の指定を受けたことにより、南海トラフ

地震及びこの地震に起因する津波災害へ

の対応等について定める。 
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Ⅱ.主な修正内容 

 

（１）地震津波の被害想定                       

沖縄県が実施した「沖縄県津波被害想定調査（平成 25 年 3 月）」や「沖縄県地震被害

想定調査（平成 25 年度）」など、最新の被害想定を整理し、市域における災害リスクの

評価・検討を行いました。 

第１編 基本編 13 ページ 

 

 

（２）防災の基本理念の明確化                     

 被害の最小化と被害の迅速な回復を図る「減災」の考え方を盛り込み、自助と共助、

公助が一体となった防災対策を推進することを新たに記載しました。 

第１編 基本編 57 ページ 

 

 

（３）地震津波対策の強化                       

 大規模広域災害から被害の軽減及び救助救援体制の構築を目指し、従来の風水害から

地震津波対策を市の防災計画の骨格としました。 

第２編 地震・津波編 

 

 

（４）災害に備えた公共施設のあり方                  

 公共施設は、災害時には地域の避難所や防災拠点となることから、施設の耐震化をは

じめ必要な設備の整備やユニバーサルデザインの導入を推進することについて新たに記

載しました。 

第２編 地震・津波編 16 ページ及び 36 ページ 

 

 

（５）平素からの防災への取り組みの強化                

 自助と共助の取り組みを下支えするため、自治会を中心とした自主防災組織の結成、

育成を支援するとともに、特に地震や津波に関する予防計画を充実させ、災害に強い「ま

ちづくり」や「人づくり」を目指すことを記載しました。 

第２編 地震・津波編 20 ページ 
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（６）自治会公民館の防災拠点施設としての新たな位置づけ        

 地域活動の中心的な存在となっている自治会公民館は、災害時においても地域の活動

拠点となることから、公民館の建設に市が費用の一部を助成するなどの場合には、防災

拠点に相応しい設備等の整備に努め、地域防災力の向上を推進することについて新たに

記載しました。 

第２編 地震・津波編 25 ページ 

 

 

（７）受援拠点の指定                         

 大規模災害時に市外から応援に入る機関等の活動拠点を確保する必要があることから、

その施設をあらかじめ指定しました。 

第２編 地震・津波編 31 ページ 

 

 

（８）緊急輸送道路及び避難道路の整理                 

 災害時に道路啓開や応急復旧・復興等の優先順位を判断するため、一次緊急輸送（避

難）道路と二次緊急輸送（避難）道路に区分し、整理しました。 

第２編 地震・津波編 32 ページ及び 38 ページ 

 

 

（９）避難所の指定見直し                       

 地震や津波などから避難所の安全を確保するため、指定の基準を明確にし、避難施設

の耐震性や海抜高度等を考慮した避難所の見直しを行いました。 

第２編 地震・津波編 36 ページ及び 134 ページ 

 

 

（10）避難行動要支援者                        

 自力で避難が困難となる高齢者や障がい者などへの支援のため、支援を必要とする方

の名簿を作成し、これを活用した避難や安否確認などの実施体制の整備を地域と連携し

て推進することを新たに記載しました。 

第２編 地震・津波編 45 ページ 
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（11）島しょ地域の防災体制の強化                   

 大規模災害時に孤立することが想定される島しょ地域の防災体制の強化を推進するこ

とについて新たに記載しました。 

第２編 地震・津波編 53 ページ 

 

 

（12）市の組織体制の再編成                      

 東日本大震災の教訓を踏まえ、災害時に市が実施する活動内容や方針等を見直し、市

の組織体制を考慮した救助救援体制の構築を推進することについて記載しました。 

第２編 地震・津波編 55 ページ 

 

 

（13）被災者保護対策の改善                      

 被災者が一定の期間滞在する避難所の環境整備について新たに記載しました。 

 第２編 地震・津波編 129 ページ 

 

 

また、罹災証明書の交付による被害の程度に応じた適切な支援体制の整備を図ること

のほか、被災者台帳の作成による被災者支援の総合的・効率的な実施体制の整備につい

て新たに記載しました。 

 第２編 地震・津波編 222 ページ及び 228 ページ 

 

 

（14）被災者等のこころのケア                      

 被災者や災害対応に従事する市職員等の精神的ストレスへの対応のため、情報提供や

相談体制を構築し、早期からこころのケア対策を推進することを新たに記載しました。 

第２編 地震・津波編 145 ページ 

 

 

（15）遺体の収容と埋火葬                       

 多数の遺体を取り扱うこととなった場合の関係機関の役割や対応方法などの方向性を

定め、円滑な対応が実施できるよう体制の整備について記載しました。 

第２編 地震・津波編 175 ページ 
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（16）震災廃棄物処理                         

 災害時に発生する多量の一般廃棄物を速やかに処理するため、関係機関と連携し、広

域処理体制の構築を推進することを新たに記載しました。 

第２編 地震・津波編 184 ページ 

 

 

（17）学校活動と保育活動                       

 地震や津波の災害発生時に学校や保育園の取るべき行動を定め、児童生徒等の安全確

保を推進することを新たに記載しました。 

第２編 地震・津波編 189 ページ 

 

 

（18）避難勧告時等の留意                       

 避難勧告や指示を発表する場合の留意しなければならない点を明記し、避難者の安全

を確保することについて記載しました。 

 第３編 風水害等編 52 ページ 

 

 

（19）原子力艦に起因する原子力災害への備え              

 原子力災害の特殊性に鑑み、従来の「応急対策計画」と「復旧・復興計画」に「総則」

と「予防計画」を追加して４部構成とし、原子力災害への体制の整備を推進することに

ついて記載しました。 

 第４編 原子力災害編 

 

 

Ⅲ.南海トラフ地震防災対策推進地域の指定 

 本市は、平成 26 年 3 月「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置

法」により、地震防災対策推進地域の指定を受けました。 

本市では、当該地震による被害は想定されていないものの、当該地震に起因する津波

到達が最短で 77 分後（津波高 1ｍ）に、また、最大津波高は 4ｍが想定されており、こ

の指定を受けた場合、推進計画の作成に努めなければならないとされております。 

 そのようなことから、今般のうるま市地域防災計画の修正にあわせて新たな編を設け、

体制の整備を推進することについて記載しました。 

第５編 南海トラフ地震防災対策推進編 


